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発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取り組み及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産等の確保に向けた取組
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◆事業実施の背景

再エネの利用拡大には電力だけではなく熱の利用も重要
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用途別エネルギー消費量（2016年度） エネルギー源（2016年度）

家庭部門

1,918 PJ

業務他
部門

2,135 PJ

出典：エネルギー白書（2018）

熱需要
55%

暖房
24.1％

給湯
28.3％厨房

9.3％

動力・
照明等
35.9％

冷房2.3％

（事務所・ビル、
学校、病院、
ホテル・旅館、

劇場・娯楽場等）

出典：エネルギー需給実績（2016年度）

熱需要
42%

冷房
10％

暖房
19％

給湯
12％

厨房
8％

動力・
照明等
46％

その他
4％

電力
50.6
％都市ガス

21.3％

LPG
10.2％

灯油
17.4％

再エネ熱
0.5%

蒸気・熱
0.1％

電力
53.6％

都市ガス
・天然ガス
17.1％

石油
25.8％

石炭0.2％
蒸気・熱
3.0％

再エネ熱
0.2%

熱需要は大きい 再エネ熱の利用割合は小さいが、しかし

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業目的の妥当性

東日本大震災→エネルギー政策転換→熱利用を含む再生可能エネルギー導入が急務



Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業目的の妥当性
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■エネルギー基本計画 (平成2６年４月閣議決定)
■長期エネルギー需給見通し(平成2７年７月決定)

・我が国のエネルギー消費の現状においては、熱利用を中心とした非電力
での用途が過半数を占めており、エネルギー利用効率を高めるためには
、熱をより効率的に利用することが重要であり、そのための取組を強化
することが必要になっている。

・再生可能エネルギー熱をより効果的に活用していくことも、エネルギー
需給構造をより効率化する上で効果的な取組となると考えられる。

・こうした熱源がこれまで十分に活用されてこなかった背景には、利用す
るための設備導入コストが依然として高い（①）という理由だけでなく
、設備の供給力に比して地域における熱需要が少ないなど、需要と供給
が必ずしも一致せず事業の採算が取れないことや、認知度が低く（②）
、こうした熱エネルギーの供給を担う事業者が十分に育っていない（③
）ことも大きな要因であり、こうした熱が賦存する地域の特性を活かし
た利用の取組を進めていくことが重要である。

■第5次エネルギー基本計画(平成30年7月)

◆政策的位置付け
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出典：「エネルギー関係技術開発ロードマップ」（経産省，2014）より抜粋

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業目的の妥当性

◆技術戦略上の位置付け



米国

連邦政府における税制優遇制度の他、州政府や地方自治体レベルで独自の政策が実
施されている。エネルギー事業者に対する省エネ義務制度の中でエネルギー事業者
による再エネ熱支援も存在する。

欧州

・ドイツ：補助金の支給と合わせて、新築建物に一定割合の再エネ熱の利用が義務
づけられている。

・英国：再エネ熱の使用量に対して、熱量あたり一定の金額が支払われる制度が施

行されている。

・デンマーク：直接的な経済インセンティブを与えていないものの、高い炭素税が

設定されており、再エネ熱の導入インセンティブが生まれている。

中国

太陽熱温水器について、中央政府・地方政府レベルで補助金の支給や強制設置政策
が進められている。

日本と同様補助金を主体とする国が多い一方
様々なアプローチで再エネ熱の普及促進を図っている

◆海外の政策動向

（出典）「再生可能エネルギー熱利用システムの普及に向けた技術開発に関する調査」（NEDO，平成30年1月）
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業目的の妥当性



技術分類 ターゲット要素 米国 欧州

要素技術

地中熱交換器
ボアホール長削減に向けた、高熱交換効
率機器の実証

熱交換効率の高い熱交換器の形状検討・
試作・実証

掘削技術
最適なドリルヘッド、制御技術、自動化技
術の開発

地中熱用ヒートポンプ -
・温暖地域で高COPが実現可能な機器を
開発
・水・空気デュアル熱源ヒートポンプの開発

熱媒循環ポンプ 運用方法の最適化による消費電力削減 -

システム
全体技術

システム規格化
地中熱ヒートポンプシステムの経済性を横
断的に評価可能な評価手法の確立

・プラグアンドプレイで動作可能なシステム
の開発
・他の熱源との統合制御

熱拡散解析 -
熱交換器に応じた熱拡散のシミュレーショ
ン

季節蓄熱 -
・既存井戸を活用した季節間蓄熱
・季節蓄熱のための新規材料検討

その他 周辺機器も含めて運用方法の最適化 温暖な地域でのシステム効率向上

・米国のDOE（米国エネルギー省）は2012年に地中熱ヒートポンプシステムの研究開発に関
するロードマップを作成しており、導入課題を整理しているほか、施策実施により得られる
便益や政策との合致度合から実施事項の順位付けを行っている。

⇒海外においてもコスト削減の可能性やシステム効率の改善を研究

表 海外の技術開発動向一覧
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（出典）「再生可能エネルギー熱利用システムの普及に向けた技術開発に関する調査」（NEDO，平成30年1月）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業目的の妥当性

◆海外の研究動向



再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発
（NEDO R1-5）

「地中熱利用にあたってのガイドライン」（環境省 水・大気環境局，H24，H27，H30）

官庁施設における地中熱利用システム導入ガイドライン（案）（国土交通省，H25）

平成２８年省エネルギー基準（非住宅建築物）
地中熱ヒートポンプシステムの熱源水温度計算方法
（国土交通省国土技術政策総合研究所他，H28～）

※地下水・地盤環境の持続可能な利用を行うと共に地中熱利用の普及促進を図ることが目的平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

※省エネ基準webプログラムに地中熱を導入

再生可能エネルギー熱利用技術開発
（NEDO H26-30）

令和元年

公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省，H25）

○再生可能エネルギー熱事業者支援事業（経産省 H28-30）
○再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業（環境省 H28～）
※地中熱利用システムに対する導入補助率：1/3～2/3

建築設備設計基準（国土交通省，H27）
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○再生可能エネルギー等導入
地方公共団体支援基金（環境省 H23-27）
※被災地7県への導入補助率：1/1

※地中熱の利用促進のため、設計手法、施工方法、効果の評価手法をガイドライン化

地中熱に関する基準等

○地中熱に関する導入補助

技術開発

再生可能エネルギー熱利用
計測技術実証事業
（NEDO H23-25）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業目的の妥当性

◆国内の動向および他事業との関係



Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （２）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

ＮＥＤＯが持つ知識、実績を活かしてリードしマネジメントすべき事業

社会的
課題

・再生可能エネルギーを電力としてだけでなく熱として利用
⇒一次エネルギー供給構造の改善に貢献。エネルギー安全保障の確保

研究開発
リスク

・システムの低コスト化、高効率化のための各機器単体開発では限界
⇒システム全体の開発が必要。⇒企業単独では開発リスクが高い。

事業者の
育成

・システムのパッケージ化やシステムインテグレータ育成等を促進
⇒コスト競争力の強化⇒導入促進を実現。

10



◆実施の効果 （費用対効果）

◇プロジェクト費用の総額（NEDO負担分）：約43億円（H26～H30年度）

◇２０３０年の導入目標

再生可能エネルギー（熱利用）の導入見通し・・・１，３４１万ｋＬ

・太陽熱：５５万ｋL

・地中熱：１３４万ｋL

ＣＯ2削減効果：495万トン-CO2（=189万kL×2.619kg-CO2/L）

◇NEDO技術開発成果による2030年の市場規模予測：約412億円

（事業化計画ヒアリング結果より）

〇太陽熱、地中熱では2030年の導入目標値が掲げられており、これに伴うCO2削減効果
を期待するところ。

○NEDO技術開発により再エネ熱の普及が促進され、技術開発の対象製品・システムの
みならず、付帯する設備の費用も含めるとさらなる市場規模の増大が期待できる。
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （２）NEDOの事業としての妥当性

（エネルギー需給見通し）

（再エネ熱の１０％と想定）
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Ⅱ．研究開発マネジメント
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(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
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(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産等の確保に向けた取組
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・研究開発による普及可能性が高い再エネ熱の絞り込み
⇒熱源と熱需要地の地理的マッチング性、基盤的・汎用的開発要素に重みづけして評価

各種再生可能エネルギー熱源の評価

大
河川熱

海水熱
（工場排熱）

地中熱

太陽熱

中

下水熱

(都市排熱)

(ごみ焼却熱)

バイオマス熱
温泉熱

雪氷熱

小 （空気熱）

低 中 高

熱需給のマッチング性（場所）

導

入

拡

大

ポ

テ

ン

シ

ャ
ル

技術開発による普及可能性

熱源
基盤的・汎用

的開発要素

技術以外の課

題の大きさ
評価

地中熱 多 小 ○

太陽熱 多 小 ○

雪氷熱 中 中 ○

温泉熱 中 中 ○

バイオマス熱 中 中 ○

河川熱 中 大

海水熱 少 大

○:技術開発による普及可能性高

ターゲット
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◆研究開発目標設定のための事前調査

出典：「再生可能エネルギー熱の導入促進拡大に向けた課題に関
する検討」（NEDO，2014）を基に加筆

Ⅱ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性
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市場規模 約1,500件

380万円（関東地方の実例）

日本の地中熱システムコスト内訳

40% 41%

19%
10kWシステム

市場規模 約100万件レベル

米国の地中熱システムコスト内訳

31%

29%

41%

250万円（DOE Report 2009）

室内機・配管

ヒートポンプ

地中熱交換器
（掘削含む）

10kWシステム

海外とのコスト比較（一例）

〇各構成要素(掘削・ヒートポンプ・配管工事・室内機)毎に事業者が分かれ､
結果として導入コストが高い。

〇特に日本では、掘削費を含む地中熱交換器設置費用が高い。

◆再エネ熱利用システムの横断的な課題 （地中熱を例として）

出典：地中熱利用促進協会

Ⅱ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性



種類 熱利用普及に向けた課題 NEDOによる研究開発 事業全体取組

地中熱 ・導入費用が高い
・認知度が低い
・複雑なバリューチェーン

・掘削機の高速化、自動化、小型化
・システム全体での高効率化
・ポテンシャルマップ
・効果推定シミュレーションツール

①コストダウン
②認知度の向上
③システムインテグ
レーターの育成

太陽熱 ・導入コストが高い
・集熱性能等の適正評価

・省エネ性能適正評価ツール

雪氷熱 ・導入コストが高い
・雪山構築の集雪、貯雪コスト

・除排雪利用が可能な雪氷熱シス
テム

温泉熱 ・導入コストが高い
・スケールによる熱交換効率等
の低下

・温泉熱利用に適した熱交換器等

バイオ
マス

・導入コストが高い
・収集運搬コスト

・食品廃棄物の超臨界水ガス化プ
ロセス

◆目標設定のための課題整理
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Ⅱ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性



・地域ごと利用可能性マップ

（１）要素技術
（３）ポテンシャル

評価技術
（２）トータルシステムの
高効率化及び規格化

ユーザー

導入メリット明示

再エネ熱利用の普及拡大

投資回収年数の低減

・システムの標準化で設計リスクを低減・低騒音、高速掘削技術で
掘削コスト削減

設置、運用コスト低減機器コスト低減

地中熱利用システム

・掘削

・トータルシステム

・冷暖房､給湯な
どの熱利用

・地中熱交換器

地中熱利用可能性マップ

事業者

設置コスト低減
運用コスト低減

省エネ試算、設
備設計、運用後
の性能検証に使
用可能なツール
の開発

シミュレーションツール

導入検討
採用数増加
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Ⅱ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性



◆事業の目標

(1)地中熱利用の要素技術開発

掘削技術、高効率の地中熱交換器・ヒートポンプ、地中熱交換器設置コスト低減化等の要
素技術開発を通じて、導入コスト20％低減、運用コスト20％低減を目指す。

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率技術開発および規格化

システム構成要素を統合したトータルシステムの効率化及び規格化技術開発を通じて、
導入コスト20％低減、運用コスト20％低減を目指す。

(3)熱利用ポテンシャル評価技術開発

再生可能エネルギー熱のシステム導入を促進するポテンシャル簡易予測・評価技術を開
発し、有利地域を示すポテンシャルマップを作成。

(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化、及び導入拡
大に資する革新的技術開発

地中熱以外のトータルシステムのコストダウンと高効率化の技術開発や規格化、革新的
技術開発を推進し、導入コストの10％低減を目指す。
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Ⅱ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性



H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

(1)地中熱利用の要素技術開
発

(2)地中熱利用トータルシステム
の高効率化技術開発および規
格化

(3)熱利用ポテンシャル評価技
術開発

(4)その他再生可能エネルギー
熱利用トータルシステムの高効
率化・規格化、及び導入拡大に
資する革新的技術開発

事業評価

政府予算（億円） ５.0 10.0 12.0 8.0 8.0

中間評価

・要素技術開発、試作 ・最終仕様での実証、改良

・要素技術研究開発、試作
・評価ツール設計､試作

・トータルシステム最終仕様
実証、改良、規格化

・評価ツール最終仕様検証

・ポテンシャルマップ技術設計、
開発、マップ試作

・最終仕様マップ作成、検証

・要素技術研究開発、試作
・評価ツール設計､試作

・トータルシステム最終仕様
実証、改良、規格化

・評価ツール最終仕様検証

・要素技術研究
・システム最
終仕様実証

◆研究開発スケジュール
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Ⅱ．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性



◆プロジェクト費用

実績額（NEDO負担額） （単位：百万円）

研究開発項目 （件数）
平成26
年度

平成27
年度

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度 合計

1件
あたり

(1)コストダウンを目的とした地中熱利
用技術の開発（3件） 40 149 91 19 5 304 101

(2)地中熱利用トータルシステムの高
効率化技術開発及び規格化（9件） 351 613 578 434 398 2,374 263

(3)再生可能エネルギー熱利用のポ
テンシャル評価技術の開発（3件） 24 56 247 147 147 621 207

(4)その他再生可能エネルギー熱利
用トータルシステムの高効率化・規
格化及び革新的技術開発（5件）

149 341 167 209 155 1,020 204

ＮＥＤＯ負担額合計 564 1,159 1,083 809 705 4,319 215

実施テーマ件数（件） 14 20 19 18 18

1件当たり年度額（百万円/件） 40 57 57 45 39
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Ⅱ．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性
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Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆研究開発の実施体制 全体概要

※2-4），2-7）～2-9）は
項目(３)を含む。

研究開発テーマ名

非公開発表 現地調査会

＊：NEDO負担率2/3NEDO

2-7) 低コスト・高効
率を実現する間接型
地中熱ヒートポンプ
システムの開発と地
理地盤情報を利用し
た設計・性能予測シ
ミュレーションツー
ル・ポテンシャル評
価システムの開発

2-8)地下水を利活用
した高効率地中熱利
用システムの開発と
その普及を目的とし
たポテンシャルマッ
プの高度化

2-9)一般住宅向け浅
部地中熱利用システ
ムの低価格化・高効
率化の研究

2-1) 地下水循環型
地中採熱システムの
研究開発

2-2) 共生の大地へ
の地中蓄熱技術の開
発

2-3) 再生可能熱エ
ネルギー利用のため
の水循環・分散型
ヒートポンプシステ
ムの開発

2-4) 地中熱・流水熱
利用型クローズドシ
ステムの技術開発

2-6) 都市インフラ
活用型地中熱利用シ
ステムの開発

2-5) 地中熱利用シ
ステムを含む空調熱
源トータルシステム
シミュレーションの
開発

3-2)オープンループ
型地中熱利用システ
ムの高効率化とポテ
ンシャル評価手法の
研究開発

3-3)都市域における、
オープンループシス
テムによる地下水の
大規模熱源利用のた
めの技術開発

3-1)地圏流体モデリ
ング技術による国土
地中熱ポテンシャル
データベースの研究
開発

(1)コストダウンを目的とし
た地中熱利用技術の開発

(2)地中熱利用トータルシステムの
高効率化技術開発及び規格化

(3)再生可能エネルギー熱利用の
ポテンシャル評価技術の開発

(4)その他再生可能エネ
ルギー熱利用トータルシ
ステムの高効率化・規格
化、および導入拡大に資
する革新的技術開発

4-1)温泉熱地域利用の
ためのハイブリッド熱
源水ネットワーク構築
技術の研究開発

4-2)都市除排雪を利用
した雪山貯蔵による高
効率熱供給システムの
研究開発

4-3)太陽熱を利用した
熱音響冷凍機による雪
室冷却装置の開発

4-4)太陽熱集熱システ
ム最適化手法の研究開
発

4-5)食品廃棄物の超臨
界水ガス化による再生
可能熱の創生

1-1)高性能ボーリン
グマシンの低騒音
化・自動化に向けた
研究開発

1-2)戸建住宅及び小
規模～中規模建築物
を対象とした地中熱
配管埋設工法の研究
開発

1-3)地中熱利用要素
技術の開発

＊

＊

＊＊



実施者
㈱東亜利根ボーリング＊ 旭化成建材㈱＊ ㈱ワイビーエム、(国大)佐賀大学

テーマ
名

1-1) 高性能ボーリングマシンの低
騒音化・自動化に向けた研究開発

1-2) 戸建住宅及び小規模～中
規模建築物を対象とした地中熱
配管埋設工法の研究開発

1-3) コストダウンを目的とした地
中熱利用技術の開発

開発
項目

掘削機の低騒音化・自動化に係る
開発

羽根つき掘削鋼管を用いる
地中熱採熱管の埋設工法

地中熱専用掘削機、周辺機器（U
チューブ自動挿入機）の開発

開発
対象
イメージ

◆各実施者の開発概要：全20テーマ，55事業者

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発

掘削時の低騒音化
バイブロヘッド部

羽根付き掘削鋼管
継手

③継手
先端蓋

(a)羽根付き鋼管
先端)

(b)継ぎ鋼管
(羽有)

地中熱専用掘削機
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非公開発表 現地調査会

＊：NEDO負担率2/3

Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性



採熱システム

実施者
㈱守谷商会＊ (国大)福井大学、三谷セキサン㈱ (国大)東京大学、鹿島建設㈱、

ゼネラルヒートポンプ工業㈱

テーマ名

2-1) 地下水循環型地中採熱シ
ステムの研究開発

2-2) 共生の大地への地中蓄熱技
術の開発

2-3) 再生可能熱エネルギー利
用のための水循環・分散型ヒート
ポンプシステムの開発

開発
項目

地中浅部に地下水流れを強制
的に作ることで、高効率な地下
水クローズド型水平式地中採熱
システムを開発

戸建住宅から中規模施設を対象
にした地中熱交換杭施工技術

水ループを用いて地中熱、太陽
熱等、様々な再生可能熱エネル
ギーのネットワークを構成

開発
対象
イメージ

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化

ヒ ート ポ ンプ

基礎杭兼用熱交換杭と蓄熱可能な
地中熱システムの開発

熱交換杭

強制的地下水流れをクローズ
ド型水平式地中採熱システム

散水 散水パイプ

採熱管

地中熱・太陽熱複合利用システム

室内

地中

屋根

22

非公開発表 現地調査会

＊：NEDO負担率2/3

Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆各実施者の開発概要：全20テーマ，55事業者



B2F 多目的ホール

地下鉄
(コンコース)

土留壁方式 (土木構造物)

ポンプユニット

地中熱一体型エアコン

1F 店舗

2F ロビー

3F 事務所

4F 事務所

○○F 事務所

………

………

………

………

………

………

………

B1F 店舗地下広場

土留壁方式
(建築構造物)

外観イメージ

B2F 多目的ホール

地下鉄
(コンコース)

土留壁方式 (土木構造物)

ポンプユニット

地中熱一体型エアコン

1F 店舗

2F ロビー

3F 事務所

4F 事務所

○○F 事務所

………

………

………

………

………

………

………

B1F 店舗地下広場

土留壁方式
(建築構造物)

外観イメージ

実施者
(国研)農研機構農村工学研究所、
東北大学、八千代エンジニヤリン
グ㈱、ジオシステム㈱

㈱日建設計総合研究所、名古屋
市立大学

三菱マテリアルテクノ㈱、秋田大学、
日本ピーマック㈱

テーマ名
2-4) 地中熱・流水熱利用型ク
ローズドシステムの技術開発

2-5) 地中熱利用システムを含む
空調熱源トータルシステムシミュ
レーションの開発

2-6) 都市インフラ活用型地中熱利
用システムの開発

開発
項目

地中熱・流水熱利用型システム
の開発

地中熱ヒートポンプ含む建物空
調熱源トータルシステムシミュ
レーションツールの開発

都市インフラの地下構造物を活用し
た地中熱システムの開発

開発
対象
イメージ

「都市インフラ」整備時に土留壁内に地中
熱交換器を設置、工事費を低減

土留壁への地中熱交換器埋設

ＨＰ媒体入フレキシブル
コンテナパック
袋

地下水
流れ

ＨＰ媒体出

地下水流動地盤内設置型の
地中熱交換システム

シート
熱交換器

地下水
流れ
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非公開発表 現地調査会

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化

Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆各実施者の開発概要：全20テーマ，55事業者



実施者

北海道大学、日伸テクノ、鉱研工業、イノ

アック住環境、サンポット、新日鉄住金エン

ジニアリング、ジーエムラボ

日本地下水開発㈱、(国大)秋田大
学、(国研)産業技術総合研究所

日本大学、住環境設計室、
日商テクノ

テーマ
名

2-7) 低コスト・高効率を実現する間接型地

中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地

盤情報を利用した設計・性能予測シミュレー

ションツール・ポテンシャル評価システムの

開発

2-8) 地下水を利活用した高効率地
中熱利用システムの開発とその普
及を目的としたポテンシャルマップ
の高度化

2-9) 一般住宅向け浅部地中熱利
用システムの低価格化・高効率化
の研究

開発
項目

高効率地中熱ヒートポンプシステム
開発

高効率帯水層蓄熱システム開発 浅部地中熱利用向けヒートポン
プシステム技術開発

開発
対象
イメー
ジ

ヒート
ポンプ

浅部地中熱利用
ヒートポンプ

システム制御技術

熱交換井の低コスト
埋設技術

熱交換井

ヒートポンプ

システムイメージ

24

非公開発表 現地調査会

（２）地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 （３）再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発

Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆各実施者の開発概要：全20テーマ，55事業者



（３）再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発

実施者

応用地質㈱、㈱地圏環境テクノロ
ジー＊

(国大)岐阜大学、
東邦地水㈱、㈱テイコク

(一財)地域地盤環境研究所、㈱環
境総合テクノス、
(国大)岡山大学

テーマ名

3-1) 地圏流体モデリング技術に
よる国土地中熱ポテンシャルデー
タベースの研究開発

3-2) オープンループ型地中熱利
用システムの高効率化とポテン
シャル評価手法の研究開発

3-3) 都市域における、オープン
ループシステムによる地下水の大
規模熱源利用のための技術開発

開発
項目

地中熱利用ポテンシャル評価・ポ
テンシャルマップ技術

地下水移流効果の地中熱利用ポ
テンシャル評価技術

地下水観測管理システム・データ
ベース構築

開発
対象
イメージ

揚水井

還元井

15m

地下水流動温度シミュレーション熱交換量評価ポテンシャルマップ 地下水観測管理システム

地下水利用地域
観測井網

帯水層

帯水層

帯水層

観測井
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非公開発表 現地調査会

＊：NEDO負担率2/3

Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆各実施者の開発概要：全20テーマ，55事業者



（４）その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化

実施者
㈱総合設備コンサルタント、(公
立)大阪市立大学

㈱雪屋媚山商店、㈱共同通信デジタル、
NHNテコラス㈱、㈱環境技術センター、
㈱ズコーシャ、(国立)室蘭工業大学

新潟県工業技術総合研究所、学校法
人東海大学、新潟機器株式会社

テーマ名

4-1) 温泉熱地域利用のためのハ
イブリッド熱源水ネットワーク構築
技術の研究開発

4-2) 都市除排雪を利用した雪山
貯蔵による高効率熱供給システム
の研究開発

4-3) 太陽熱を利用した熱音響
冷凍機による雪室冷却装置の
開発

開発
項目

温泉熱地域利用熱源水ネット
ワークシステム

都市除排雪を利用した雪山貯蔵
熱供給システム

熱音響冷凍機による雪室の冷却
雪室容積・雪量削減

開発
対象
イメージ

冷熱

音波

熱音響冷凍機
（高温から冷熱発生)

太陽熱加熱

管内
気体
He

音波

雪室

ハイブリッドシス
テム

採熱

断熱

熱輸送

雪山

温泉源泉

給湯

暖房

浴場

排水

排湯利用

ヒートポンプ

熱源水ネットワーク配管

高温側
低温側

源泉

熱交換器

熱交換器 蓄熱槽

温泉施設

温泉地域での温泉熱・排湯熱利用 雪氷熱利用システム 太陽熱から生じる冷熱利用

26

非公開発表 現地調査会

Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆各実施者の開発概要：全20テーマ，55事業者



実施者
（一社）ソーラーシステム振興協会、名城大
学、（国研）建築研究所

広島大学、(株)東洋高圧、中国電力(株)

テーマ名
4-4) 太陽熱集熱システム最適化手法の研究
開発

4-5) 食品廃棄物の超臨界水ガス化による再
生可能熱の創生

開発
項目

省エネ性能判定プログラムの最適化 食品廃棄物の超臨界水ガス化プロセス開発

開発
対象
イメージ

太陽熱集熱システムの実証試験・
データ解析

Qd = Qsp,d x Asp x fsp,p x fsp,s

省エネ性能算定式のパラメータ見直し

機器容量の適正化・導入コスト削減

Qd ：基準集熱量
Qsp,d：単位面積当たりの日射量
Asp ：有効集熱面積
fsp,p ：集熱効率
fsp,s ：システム効率

太陽熱集熱システムの省エネ性能判
定プログラム最適化

算
定
式
・パ
ラ
メ
ー
タ

イ
メ
ー
ジ

27

（食品廃棄物）

ガス化装置

乾燥機

（乾燥飼料売却）

熱交換器

熱利用
廃棄物処理費削減

ガス燃焼

熱源燃料費削減

非公開発表 現地調査会

（４）その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化

Ⅱ．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆各実施者の開発概要：全20テーマ，55事業者



◆研究開発の進捗管理

① 開発項目の着実な実施と確実な達成に向け、有識者を交えた技術委員
会を開催した。実施内容や進捗の確認を目的に、全テーマにおいて年1～
２回実施した。

② 地中熱利用ポテンシャル評価技術開発についてポテンシャルマップユー
ザへの利便性を考慮して、地中熱利用条件やマップ表示量などの標準化
を目的とした関係事業者間の情報交換・技術交流会を実施した。

③ 地熱学会学術講演会共催セッション（平成27年度）にてNEDOの取組みお
よび成果の進捗について報告し、第三者と多くの意見交換を行った。業界
からの意見収集や成果普及のためのアピールとなった。

④ 最終年度（平成30年11～12月）に、事業終了後の普及を目的とした事業
化見通しに関する企業ヒアリング（16テーマ、40事業者を対象）を実施（対
象は企業の役員クラス）。

⑤ NEDO主導で事業化進捗の調査を実施予定（31年度末、以後3年間）。
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Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性
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システムインテグレータのロードマップ

（地中熱利用システム）・地中熱および太陽熱を対象としたシステム
インテグレータに求める要件（資格、法律、
知識等）、 及びその認定方法を整理し、育
成目標の見通しを立てた。

→実用化されるツールを活用するシ
ステムインテグレータの育成に向け、
より具体的なロードマップを作成。

出典：平成30年度「地中熱・太陽熱利用システムインテグレータの育成
に求める要件とロードマップ作成に関する調査」（NEDO，2019）

Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理
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情勢 対応

長期エネルギー需給見通し（平成27年7月決

定）を背景とした再生可能エネルギー熱利用
に対する期待の高まりを考慮し、追加公募を
実施した。

研究開発による普及可能性が高い熱源のう
ち、一次公募にて応募の無かった技術分野
を中心に採択した。

<２次公募の採択テーマ>
2-5)地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステ
ムシミュレーションの開発
2-6)都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発

3-2)オープンループ型地中熱利用システムの高効率化と
ポテンシャル評価手法の研究開発
3-3)都市域における、オープンループシステムによる地下
水の大規模熱源利用のための技術開発

4-3)太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置
の開発
4-4)太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発

Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆動向・情勢の把握と対応
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件名 年度
金額
(百万円)

目的 成果

①低GWP冷媒を
利用したターボ
SSHP実用機の
製作（2-3）

H３０年度 ５．４

今後の商用化に向けた実用機を製作
し、運転性能を評価することで、事業終
了後の商用機の完成を前倒しで実施し
普及に貢献する。

実用機の運転性能評価で課
題が見つかり、商用機の製作
に向けての技術を確立した。

②2重管方式熱
交換井の低コスト
埋設技術の実用
化開発（2-9）

H３０年度 ５．５

狭隘地対応の小型埋設機（回転埋設
機構）と効率良く埋設できる熱交換井
の先端錐の技術開発（ねじ部形状・加
工法）により、一般住宅向け浅部地中
熱利用システムの低価格化を実現し、
地中熱利用システムの普及に貢献す
る。

2重管方式熱交換井の低コス
ト埋設技術が、量産時を考慮
した製品の安定供給の有効な
手段として確立した。

③iTRT試験と
TRT試験の比較
検討（3-2）

H３０年度 ７．８

iTRTの実施結果を既存の地中熱ポテ
ンシャルマップと比較検討し、他の
NEDO事業のポテンシャル評価技術の
検証に貢献する。

iTRT試験の結果、地中の見
かけ熱伝導率と地下水流速と
の関係が定量的に評価され
たことで、iTRT技術の普遍性
が検証された。

Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆開発促進財源投入実績



中間評価での指摘 対応

1

・知財戦略とその実施方法を明確にするこ
とが必要である。

・個々のプロジェクトにおいてNEDO が定

める知財マネジメント基本方針に沿った
知財運営委員会が実施された。
・特許出願を促すためNEDO が各委員

会の議事内容・好事例を収集し、各プロ
ジェクトに知財戦略をアドバイスした。

2

・展示会や国内外の学会にも積極的に参
加することで、認知度向上に努めてほしい。

・NEDO では、事業の継続と並行して再

生可能エネルギー世界展示会や地熱学
会、NEDO主催の成果報告会等を活用し
積極的な広報に努めてきた。

・事業者にも積極的に働きかけた結果、
国内外で延べ467件の学会発表・講演、
新聞・雑誌等への掲載は159件となった。
・令和元年7月には再エネ展にてポテン

シャルマップ関連の成果を特集し、事業
終了後も認知度向上に努めている。
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Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆中間評価（平成28年度実施）結果への対応



中間評価での指摘 対応

3

・特許・実用新案等の申請件数が現時点
では限定的であり、積極的に申請すべき
である。

・中間評価の時点で既に4 件の特許出願
があり、事業終了の平成31年2月までの
出願済件数は合計18件。テーマ毎に発

足する知財運営委員会等からそれぞれ
の出願状況を可能な範囲で情報共有す
ることで特許や実用新案等の出願を促し
た。

4

・ポテンシャルマップ・シミュレーションツー
ルの評価技術や設計技術を、誰がどのタ
イミングで、どのように活用するのかにつ
いての検討が重要である。実用化される
ツールを活用するシステムインテグレー
ターの育成に向け、より具体的なロード
マップの作成も必要と思われる。

・地中熱利用システムの計画～設置～運
用に至る過程において、ポテンシャルマッ
プや空調熱源設計ツールに関する技術を
取扱説明書としてまとめ、それを活用した
ガイダンスを作成した。各実施機関が公
開するwebサイトのリンク先を掲載したガ
イダンスをNEDOホームページで公開中。

・システムインテグレーターの育成に向け
た取組みとして、平成30年度にロードマッ

プおよび評価・設計技術などのツール活
用ガイダンスを作成。
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Ⅱ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆中間評価（平成28年度実施）結果への対応



・開発成果に対する取り扱いとして、委託事業の成果に関わる
知的財産権等については原則として、すべて実施機関に帰属さ
せることとする（「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規
定等）。

・実施機関においては、我が国の産業競争力の強化に資するべ
く、開発した技術や成果の特徴を踏まえた知的財産マネジメント
を実施する。

・案件別に委託先間で知財合意書を締結し、研究開発責任者の
法人が知財マネジメント委員会を実施し、特許申請や成果の公
表等を審議した。
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Ⅱ．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産権等に関する戦略および知的財産管理



発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取り組み及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産等の確保に向けた取組

35



36

設置する地域や利用用途、規模などに適したシステムを開発（地中熱）

熱交換方式 特徴
NEDO事業

用途 規模 掘削深度 備考

間接方式
ボアホール

・標準方式
・汎用性大

冷暖房
給湯

業務用 標準 ボーリング

基礎杭
利用

・掘削専用機
不要
・軟弱地盤
(岩盤以浅)

冷暖房 家庭用 浅層
鋼管杭
・地盤改良
・耐震補強

冷暖房 業務用 浅層 コンクリート杭

水平
熱交換器

・掘削機不要
・敷設面積大

冷暖房 業務用 浅層 シート状熱交換器

冷暖房
農業

業務用 浅層 シート状熱交換器

その他 ・掘削機不要 冷暖房 業務用 浅層 土留め壁方式

直接方式 熱源利用
地下水流動

あり
・採熱効率大 冷暖房 家庭用 浅層

水井戸
タンク式熱交換器

蓄熱利用
地下水流動

無し
・季節間蓄熱 冷暖房 業務用 浅層 水井戸

※赤字は2次公募

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義



No. 項目 工 夫 コストダウン要因

①
採熱量
向上

・地下水を散水、人為的な水流を作る（2-1）
・流水路に適した採熱（2-4）

熱交換性能向上、熱交換器
費用や掘削費を低減

② 相乗り
・基礎杭利用（2-2）（2-9）
・地下構造物利用（2-6）
・融雪管利用（2-8）

他の工事に合わせて、地中
熱交換器を設置。
設置に係るコストを相乗りで
不要にする。

③
システム
制御

・地中熱、太陽熱、空気熱等を組合せた
熱交換システムの制御（2-3）（2-7）

・システム全体の最適効率検
討による運用コスト低減

④
シミュレー
ション

・空調熱源システムのシミュレーション
（2-5）

・適切な設備容量の導入
・最適なシステム運転の実現

◆目標達成に向けた取り組み
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Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◎ 大きく上回って達成 ○達成 △一部達成 ☓未達

研究開発
項目

目標 成果
達成
度

特記事項

(1)コスト
ダウンを
目的とし
た地中熱
利用技術
の開発

掘削技術、高効率の地中
熱交換器・ヒートポンプ、
地中熱交換器設置コスト
低減化等の要素技術開
発を通じて、導入コスト
20％低減、運用コスト
20％低減を目指す。

地中熱専用掘削機および周
辺機器の開発、空気熱源との
ハイブリットシステムの導入に
よりトータルコスト20％低減の
目標を達成した。
特に掘削に関する技術開発

では、掘削時間および作業人
員の削減を実現し掘削コスト
の低減に寄与した。

◎×1

〇×2

掘削機の低
騒音化技術
開発におい
て６dBの低
減目標に対
して、１０dB
以上の低減
を実現した。

（◎）

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆研究開発項目毎の目標と達成状況
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◎ 大きく上回って達成 ○達成 △一部達成 ☓未達

研究開発
項目

目標 成果
達成
度

特記事項

(2)地中熱
利用トー
タルシス
テムの高
効率技術
開発およ
び規格化

システム構成要素を統
合したトータルシステム
の効率化及び規格化技
術開発を通じて、導入コ
スト20％低減、運用コス
ト20％低減を目指す。

要素技術でも一定の成果を
得ることができ、トータルシステ
ムのイニシャルコストで最大
40％削減、運用コストで最大
35％削減を達成。

〇×8 -

地中熱を含む全ての空
調熱源システムを組み
込むことが可能なシミュ
レーションツールを開発
する。

地中熱ヒートポンプモジュー
ルとその他の空調機器を組み
合わせたトータルシステムを構
築。従来設計手法とのコスト試
算比較によりイニシャル・ラン
ニングコスト共に20%削減目標
を達成。

〇×1 -

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆研究開発項目毎の目標と達成状況
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◎ 大きく上回って達成 ○達成 △一部達成 ☓未達

研究開発
項目

目標 成果 達成度 特記事項

（３）再生
可能エネ
ルギー熱
利用のポ
テンシャル
評価技術
の開発

再生可能エネルギー
熱のシステム導入を
促進するポテンシャル
簡易予測・評価技術
を開発し、有利地域を
示すポテンシャルマッ
プを作成

各テーマにおいて当初
の目標であるポテンシャ
ルマップを作成。一部の
テーマでは、作成したポ
テンシャルマップの対象
地域を増加させる積極的
な取組も行った。

◎×1
○×2

２地域のモデル
構築目標に対し、
３地域に拡大。
さらに、超高解
像度モデルを構
築。（◎）

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆研究開発項目毎の目標と達成状況
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◎ 大きく上回って達成 ○達成 △一部達成 ☓未達

研究開発
項目

目標 成果
達成
度

特記事項

（４）その他
再生可能エ
ネルギー熱
利用トータル
システムの
高効率化・
規格化、及
び導入拡大
に資する革
新的技術開
発

地中熱以外のトータ
ルシステムのコストダ
ウンと高効率化の技
術開発や規格化、革
新的技術開発を推進
し、導入コストの10％
低減を目指す。

雪氷熱、温泉熱、太陽熱、
バイオマス熱のシステムに
おいて導入コスト10％以上
低減を達成、または試算に
より達成。
特に都市除排雪を利用し

た雪冷房システムではトータ
ルコスト64.1％削減し目標を
大きく上回って達成した。

◎×1
○×3
△×1

・雪氷熱利用は、
目標値に対し 2
～6倍上回って
達成。（◎）

・熱音響冷凍機
による雪室冷却
装置の開発は、
熱音響冷凍機
と太陽熱集熱
装置の性能向
上および小型
化が課題。（△）

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆研究開発項目毎の目標と達成状況



・NEDOのWEBサイトにて、6件のニュースリリースを実施。
・地中熱利用促進協会会員向けニュースレターへの連載（15テーマ、1年間予定）
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ニュースリリースによる広報
（NEDOホームページより）

NPO地中熱利用促進協会ニュースレターへの連載
（ニュースレター（19.06.03）抜粋）

Ⅲ．研究開発成果 （２）成果の普及

◆成果の普及



・実用化、事業化を促進するための情報発信を積極的に行った。
・NEDO自身も学会や展示会での講演や専門誌への寄稿を実施。

（2019.02.28 現在）※NEDO成果報告会発表および、NEDO自身の件数は含まない
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年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 合計

特許出願
（うち外国
出願）

１（0） 2（0） 3（0） 8（0） 4（0） 18（0）

論文
（うち査読
付き）

3(3) 15（11） 15（12） 32（21） 25（21） 90（68）

学会発表・
講演

35 101 100 123 108 467

新聞・雑誌
等

36 42 19 25 37 159

その他
外部発表

4 18 11 13 17 63

Ⅲ．研究開発成果 （２）成果の普及 （３）知的財産権等の確保に向けた取組

◆成果の普及



発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取り組み及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化・事業化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産等の確保に向けた取組
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「実用化」とは、当該事業で開発した再生可能エネルギー熱利
用に係る技術（製品、ポテンシャルマップ、設計ツール、工法、
システム全体等）が市場に出る状態までに至った段階（試作品
が完成）をいう。

「事業化」とは、再生可能エネルギー熱利用に係る商品、製品、
工法、およびそれらを含むシステム等の販売や導入により、企
業活動（売り上げ等）に貢献することをいう。
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Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けての取り組み及び見通し （１）成果の実用化・事業化に向けた戦略

◆本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方



○地中熱利用システムの導入・運用に活用できる「地中熱ポテンシャルマップ・空調熱源設
計ツール活用のためのガイダンス」を公開。8事業者の成果内容を紹介。
○再エネ展示会にて普及促進セミナーを開催し、事業者より成果の紹介とデモンストレー
ションを実施。
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NEDOプロジェクトで開発したポテンシャルマップ一覧 空調熱源トータルシミュレーションの開発

（オブジェクト群構築シート例）

ポテンシャルマップやシミュレーションツールの評価技術および設計技術
を明確化した。

Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けての取り組み及び見通し （２）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

◆実用化・事業化に向けた具体的な取組



・本事業の後継事業として「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術
開発」事業が令和元年度より開始。

・導入コストの大きな割合を占める掘削コスト低減の技術開発は、地中熱交換井
だけでなく、他分野（調査ボーリング、防災井戸等）への技術展開に期待。

・都市域での地中熱利用の増加に期待。

・ポテンシャルマップ、シミュレーションツールは認知度向上のみならず、導入適
地の選定によりさらなる導入コストを低減可能。

・地域特有の熱源である温泉熱や雪氷熱利用は、エネルギーの地産地消による
地域のエネルギー関連産業の発展を通じた地域活性化（雇用創出含む）が期待
される。

・システム全体のパッケージ化促進やシステムインテグレーターの育成が進むこ
とによりコスト競争力が強化される。

・技術開発により、若手育成（学生を含む）に貢献。
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Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けての取り組み及び見通し （３）成果の実用化・事業化の見通し

◆波及効果


